
公立大学の仕組みや私立大学の公立化について

資料２
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⚫ 設立団体（自治体）の関わり、責務

✓ 設立団体は公立大学法人評価委員会を設置する。

✓ 設立団体は大学運営の基礎となる中期目標を設定し、運営の

成果、経営状況等について、評価委員会の評価を受け、改善項

目の是正指導などを行う。

✓ 大学の運営をチェックし、設立団体が経営の責任を持つ。

⚫ 大学（公立大学法人）の裁量

✓ 教育研究、人事（理事長を除く）・組織、予算執行など、直接

の運営を行う。

⚫ 私立大学は、文部科学省から私立大学の教育又は研究に係る経

常的経費を対象として補助金が交付される。

⚫ 公立大学は、総務省から設置団体である地方自治体に、公立大学

を設置・管理するための経費として地方交付税（一定の基準に基づ

く額）が交付され、地方自治体から大学に運営費交付金が交付さ

れる。

公立大学法人のガバナンス 運営費交付金について

【公立大学の仕組み】

公立大学法人の運営責任は、設置団体が最終的に負う。設置団体である地方自治体に

は地方交付税が交付され、それが運営費交付金として公立大学法人に交付される

文部科学省
高等教育行政

設置認可、認証評価・・・ 総務省

地方自治体
（設置団体/法人設立団

体）

公立大学国立大学私立大学

地方交付税
（公立大学積算分）

運営費交付金

職員の派遣

私
立
大
学
等

経
常
費
補
助
金

運
営
費
交
付
金

公立大学には地方交付税で

間接的に支援が行われる。

出所：文部科学省HP 検討会議（第5回） R3.12.24 参考資料

■経営に関する

重要事項を審議

■教育研究に関する

重要事項を審議

■予算の作成、重要な組織

   の改廃等に関して審議

医学系 理科系 保健系 社会科学系 人文科学系
家政系･
芸術系

単位費用
（千円）

3,776 1,465 1,675 214 437 793
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地方交付税基準財政需要額での学生１人あたり単位費用

【公立大学の現状】

地方交付税基準財政需要額での学生１人あたり単位費用は、直近2～3年はほぼ横ばい

で推移しているものの、10年前と比較して、どの学部も漸減傾向にある

90%未満

19大学(20.4%)

90%~110%未満

14大学(15.1%)

千円

出所：一般財団法人地方財務協会「令和6年度地方交付税制度解説（補正係数・基準財政収入額篇）」

医学系 保健系 理科系 家政系・芸術系 人文科学系 社会科学系

一人あたり単位費用は漸減傾向にある
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100％以上

4大学(33%)

100%未満

8大学(67%)

各大学に係る基準財政需要額（※）を100%とした場合の設置者負担額について、

基準財政需要額を上回る額（100%以上）を投じられている大学、下回っている

（100%未満）大学に分類

（※）各大学に係る基準財政需要額は、単位費用をもとに試算した概算数値

出所：「公立大学ファクトブック2024」(一般社団法人公立大学協会)の元データを加工

各大学に係る基準財政需要額（※）を100%とした場合の設置者負担額につ

いて、基準財政需要額を上回る額（110%以上）を投じられている大学、ほぼ同

程度（90%以上110%未満）の大学、下回っている（90%未満）大学に分類

（※）各大学に係る基準財政需要額は、単位費用をもとに公立大学協会事務

局で試算した概算数値

出所：「公立大学ファクトブック2024」(一般社団法人公立大学協会)

基準財政需要額に対する設置者負担額の割合

（私立大学から公立化した大学のみ）

【公立大学の現状】

設置者負担額が基準財政需要額の90%未満となっている大学は全体の約18%だが、私立

大学から公立化した大学に限ると、設置者負担額が100%未満の割合は約67%にのぼる

私立大学から公立化した大学に限定すると、

設置者負担額が基準財政需要額を下回る大学は12大学のうち8大学

基準財政需要額に対する設置者負担額の割合（全体）

設置者負担額が基準財政需要額の90%未満となっている大学は

18大学（17.8％）
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【私立大学の公立化事例①】

公設民営方式や公私協力方式で私立大学を設立する場合、大学が立地する自治体などが

用地の提供や施設整備費、運営費の一部など、大学設立時に一定の負担をしている

公設民営大学 ・・・ 地方自治体が校舎や敷地を整備し、運営を私立の学校法人が行う大学

公私協力大学 ・・・ 地方自治体が土地や資金の一部を提供し、学校法人が運営する大学

大学名 開学年度 公立化年度 所在地 公立大学法人設置団体 当初開学時の形態 開学時の自治体負担

高知工科大学 1997 2009 高知県香美市 高知県 公設民営 高知県が250億円負担

静岡文化芸術大学 2000 2010 静岡県浜松市 静岡県
（当初開学時は浜松市も費用負担）

公設民営
静岡県が260億円、浜松

市が100億円負担

名桜大学 1994 2010 沖縄県名護市
北部広域市町村圏事務組合

公設民営

沖縄県が10億円、名護市

が53億円、その他11市町

村が3億円負担（開学当初は沖縄県も費用負担）

公立鳥取環境大学 2001 2012 鳥取県鳥取市 鳥取県・鳥取市 公設民営
鳥取県及び鳥取市が100

億円ずつ負担

長岡造形大学 1994 2014 新潟県長岡市 長岡市（当初開学時は新潟県も費用負担） 公設民営
新潟県が25億円、長岡市

が75億円負担

福知山公立大学 1950 2016 京都府福知山市 福知山市 公私協力
福知山市が新校舎建設工

事費等として27億円支援

山陽小野田市立

山口東京理科大学
1987 2016 山口県山陽小野田市

山陽小野田市
公私協力 設置時負担あり

（当初開学時は山口県、宇部市も費用負担）

長野大学 1966 2017 長野県上田市 上田市 公設民営 設置時負担あり

諏訪東京理科大学 1990 2018 長野県茅野市
諏訪広域公立大学事務組合

公私協力 設置時負担あり
（当初開学時は長野県も費用負担）

千歳科学技術大学 1998 2019 北海道千歳市 千歳市 公設民営 千歳市が78億円負担

周南公立大学 1971 2022 山口県周南市 周南市 公設民営 設置時負担あり

旭川市立大学 1964 2023 北海道旭川市 旭川市 純粋私大 -

私立大学から公立化した事例

出所：文部科学省「私立学校の公立化に際しての経済上の影響分析及び公立化効果の見える化に関するデータ」

高橋寛人『公設民営大学設立事情』、鳥山亜由美「私立大学の公立大学化―その背景と過程―」『公共政策志林』、各大学HP 5



私立大学を公立化した大学の志願者数・志願倍率・入学者数・入学定員充足率

【私立大学の公立化事例②】

公立化前後および現在において、入学者数や入学定員充足率が高い水準で推移している

大学名
公立化

年度

志願者数（人） 募集人員(=入学定員) 志願倍率（倍）*1 入学者数（人） 入学定員充足率（％）*2

公立化

前年

公立化

初年度

2024

年度

公立化

前年

公立化

初年度

2024

年度

公立化

前年

公立化

初年度

2024

年度

公立化

前年

公立化

初年度

2024

年度

公立化

前年

公立化

初年度

2024

年度

高知工科大学 2009 745 5,812 1,880 460 460 590 1.6 12.6 3.2 421 518 645 92% 113% 109%

静岡文化芸術大学 2010 2,601 3,582 1,523 300 300 320 8.7 11.9 4.8 361 340 342 120% 113% 107%

名桜大学 2010 547 1,238 1,511 455 455 595 1.2 2.7 2.5 378 469 641 83% 103% 108%

鳥取環境大学 2012 460 2,753 878 276 276 300 1.7 10.0 2.9 223 296 325 81% 107% 108%

長岡造形大学 2014 410 1,310 1,250 230 230 230 1.8 5.7 5.4 239 245 252 104% 107％ 110％

福知山公立大学 2016 73 1,669 729 50 50 200 1.5 33.4 3.6 36 58 222 72% 116％ 111％

山陽小野田市立

山口東京理科大学
2016 1,474 4,600 2,009 200 200 420 7.4 23.0 4.8 364 221 451 182% 111％ 107％

長野大学 2017 706 2,998 1,586 300 300 340 2.4 10.0 4.7 336 363 356 112% 121％ 105％

諏訪東京理科大学 2018 1,600 2,370 1,143 300 300 300 5.3 7.9 3.8 365 342 320 122％ 114％ 107％

千歳科学技術大学 2019 1,196 2,617 1,106 240 240 240 5.0 10.9 4.6 278 251 240 116％ 105％ 100％

周南公立大学 2022 327 2,153 2,337 280 280 480 1.2 7.7 4.9 182 343 510 65％ 123％ 106％

旭川市立大学 2023 584 1,003 887 200 200 200 2.9 5.0 4.4 220 205 214 110％ 103％ 107％

出所：文部科学省「私立学校の公立化に際しての経済上の影響分析及び公立化効果の見える化に関するデータ」、各大学HP

*1 志願倍率は志願者数/募集人員で計算

*2 入学定員充足率は入学者数/入学定員（=募集人員)で計算
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私立大学を公立化した大学の地域内入学者の状況

【私立大学の公立化事例③】

私立大学を公立化した大学では、地域内入学者の割合が公立化前より低下する傾向が

みられる

大学名
公立化

年度

地域内入学者*

入学者数（人） 入学率（％）

公立化

前年

公立化

初年度

2024

年度

公立化

前年

公立化

初年度

2024

年度

高知工科大学 2009 220 171 181 52.3% 33.0% 28.1%

静岡文化芸術大学 2010 288 236 136 79.8% 69.4% 39.8%

名桜大学 2010 71 113 101 18.8% 24.1% 15.8%

鳥取環境大学 2012 97 70 69 43.5% 23.6% 21.2%

長岡造形大学 2014 20 14 14 8.4% 5.7% 5.6%

福知山公立大学 2016 6 5 7 16.7% 8.6% 3.2%

山陽小野田市立

山口東京理科大学
2016 7 7 16 1.9% 3.2% 3.5%

長野大学 2017 45 38 30 13.4% 10.5% 8.4%

諏訪東京理科大学 2018 15 14 11 4.1% 4.1% 3.4%

千歳科学技術大学 2019 11 7 5 4.0% 2.8% 2.1%

周南公立大学 2022 7 17 29 3.8% 5.0% 5.7%

旭川市立大学 2023 137 94 69 62.3% 45.9% 32.2%

出所：文部科学省「私立学校の公立化に際しての経済上の影響分析及び公立化効果の見える化に関するデータ」、各大学HP

* 緑：市内 黒：地域内 赤：県内
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私立大学を公立化した大学の地域内就職者の状況

【私立大学の公立化事例④】

私立大学を公立化した大学では、地域内就職者の割合が公立化前より低下する傾向が

みられる

大学名
公立化

年度

地域内就職者*1

就職者数（人） 就職率（％）

公立化

前年

公立化

初年度

2023年度

（卒業年度）*2

公立化

前年

公立化

初年度

2023年度

（卒業年度）*2

高知工科大学 2009 284 215 352 15.1% 26.0% 15.6%

静岡文化芸術大学 2010 285 259 279 68.1% 73.0% 33.7%

名桜大学 2010 237 252 343 85.2% 78.2% 37.3%

鳥取環境大学 2012 98 103 235 46.9% 43.7% 19.1%

長岡造形大学 2014 130 134 188 16.2% 15.7% 6.4%

福知山公立大学 2016 42 26 168 14.3% 34.6% 7.1%

山陽小野田市立

山口東京理科大学
2016 97 95 219 1.0% 5.3% 3.7%

長野大学 2017 238 242 315 23.9% 23.6% 7.0%

諏訪東京理科大学 2018 144 145 263 18.8% 22.8% 11.0%

千歳科学技術大学 2019 129 135 188 0.8% 1.5% 1.6%

周南公立大学 2022 206 200 219 17.0% 5.0% 11.9%

旭川市立大学 2023 160 166 - 47.5% 44.0% -

出所：文部科学省「私立学校の公立化に際しての経済上の影響分析及び公立化効果の見える化に関するデータ」、各大学HP

*1 緑：市内 黒：地域内 赤：県内
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中国地方の公立大学一覧(2025年6月付)

【中国地方の公立大学の状況】

各県に公立大学が設置されており、美作大学と同系統の学部学科がある公立大学も近隣

に存在する

設置団体 大学名 法人化年度 学部/学科(収容定員）

鳥取県

鳥取市
鳥取環境大学 2012 環境学部、経営学部

島根県 島根県立大学 2007
国際関係学部、地域政策学部、看護栄養学部（看護学科、健康栄養学科

(166)）、人間文化学部（保育教育学科(168)、地域文化学科）

岡山県 岡山県立大学 2007
保健福祉学部（看護学科、栄養学科(160)、現代福祉学科(140)、子ども学科

(100)）、情報工学部、デザイン学部

新見市 新見公立大学 2008 健康科学部（地域福祉学科(200)、健康保育学科(200)、看護学科）

広島県
県立広島大学 2007 地域創生学部、生物資源科学部、保健福祉学部

叡啓大学 2021 ソーシャルシステムデザイン学部

広島市 広島市立大学 2012 国際学部、情報科学部、芸術学部

福山市 福山市立大学 2021 教育学部(400)、都市経営学部

尾道市 尾道市立大学 2010 経済情報学部、芸術文化学部

山口県 山口県立大学 2006
国際文化学部、社会福祉学部(396※)、看護栄養学部（看護学科、栄養学科

(168)）、別科助産専攻 ※2025年度募集より定員を87名に減

下関市 下関市立大学 2007 経済学部、データサイエンス学部、看護学部、特別支援教育特別専攻科

山陽小野田市
山陽小野田市立

山口東京理科大学
2016 工学部、薬学部

周南市 周南公立大学 2022
経済経営学部、人間健康科学部（スポーツ健康科学科、看護学科、福祉学科

(240)）、情報科学部

出所：「公立大学法人一覧」文部科学省、各大学HP
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食物・児童・社会福祉の学部学科の公立大学の志願者数・志願倍率・入学者数

（参考）

美作大学と同系統の学部学科がある公立大学は、いずれも入学定員が充足している

出所：各大学HP

美作大学

の学科
大学名 学部 学科

入学

定員

志願者数(人) 志願倍率(倍) 入学者数(人)
入学定員充足率(％)

*1

2022 2023 2024 2022 2023 2024 2022 2023 2024 2022 2023 2024

食物

岡山県立大学 保健福祉学部 栄養学科 40 163 127 124 4.0 3.1 3.1 41 43 45 102.5 107.5 112.5

島根県立大学 看護栄養学部 健康栄養学科 40 105 117 96 2.6 2.9 2.4 40 41 40 100.0 102.5 100.0

山口県立大学 看護栄養学部 栄養学科 42 176 181 177 4.1 4.3 4.2 42 43 46 100.0 102.3 109.5

高知県立大学 健康栄養学部 健康栄養学科 40 104 100 84 2.6 2.5 2.1 42 41 41 105.0 102.5 102.5

福岡女子大学 国際文理学部 食・健康学科 35 143 135 151 4.1 3.9 4.3 36 37 37 102.8 105.7 105.7

児童

岡山県立大学 保健福祉学部 子ども学科 25 72 95 110 2.8 3.8 4.4 28 27 25 112.0 108.0 100.0

新見公立大学 健康科学部 健康保育学科 50 137 257 155 2.7 5.1 3.1 54 50 57 108.0 100.0 114.0

島根県立大学 人間文化学部 保育教育学科 40 102 141 71 2.5 3.5 1.7 43 44 44 107.5 110.0 110.0

福山市立大学 教育学部 児童教育学科 100 692 670 496 6.9 6.7 4.9 105 104 105 105.0 104.0 105.0

社会福祉

岡山県立大学 保健福祉学部 現代福祉学科 35 144 141 155 4.1 4.0 4.4 39 37 36 111.4 105.7 102.8

新見公立大学 健康科学部 地域福祉学科 50 198 243 154 5.5 4.8 3.0 53 53 55 106.0 106.0 110.0

山口県立大学 社会福祉学部 社会福祉学科 103 282 256 305 2.7 2.4 2.9 104 106 110 100.9 102.9 106.7

周南公立大学 人間健康科学部 福祉学科 60 - - 225 - - 3.7 - - 60 - - 100.0

高知県立大学 社会福祉学部 社会福祉学科 70 329 180 262 4.7 2.5 3.7 75 72 76 107.1 102.8 108.5

*1 入学定員充足率は入学者数/入学定員（=募集人員)で計算
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